
 

 

総社市入札結果等の公表に関する要領 

 

（目的） 

第１条 この要領は，入札手続き等の一層の透明性を確保するため，本市が発注する建設工事，測量・

建設コンサルタント業務等並びに物品の買入れ，印刷及び修繕（以下「物品調達等」という。）に係

る競争入札及び随意契約による結果（以下「入札結果等」という。）の公表に関し，必要な事項を定

めるものとする。 

（公表対象） 

第２条 公表の対象は，契約検査課及び上水道課が発注するものとし，次に掲げる契約の種類の入札結

果等とする。 

(１) 建設工事（建設業法（昭和２４年法律第１００号）第２条第１項に規定する建設工事をいう。以

下同じ。）に係る契約 

(２) 測量・建設コンサルタント業務等（測量業務，建築関係建設コンサルタント業務，土木関係建設

コンサルタント業務，地質調査業務及び補償関係コンサルタント業務をいう。以下同じ。）に係る

契約 

(３) 物品調達等に係る契約（競争入札によるものに限る。） 

（建設工事に係る入札結果等の公表） 

第３条 建設工事については，次項から第６項までにより，落札者の決定後遅滞なく公表するものとす

る。 

２ 一般競争入札に付した場合は，次に掲げる事項を公表するものとする。 

(１) 工事名，場所，種別及び工事概要 

(２) 開札日時，開札場所及び工事担当課 

(３) 設計金額（消費税及び地方消費税相当額を除く。以下同じ。） 

(４) 入札者の商号又は名称及び入札金額（消費税及び地方消費税相当額を除く。以下同じ。） 

(５) 入札に参加させなかった者の商号又は名称及びその者を参加させなかった理由 

(６) 落札者の商号又は名称及び落札金額（消費税及び地方消費税相当額を含む。以下同じ。） 

３ 指名競争入札に付した場合は，次に掲げる事項を公表するものとする。 

(１) 工事名，場所，種別及び工事概要 

(２) 開札日時，開札場所及び工事担当課 

(３) 設計金額 

(４) 指名した者の商号又は名称及びその者を指名した理由 

(５) 入札者の商号又は名称及び入札金額 

(６) 落札者の商号又は名称及び落札金額 

４ 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「政令」という。）第１６７条の１０第１項（政

令第１６７条の１３により準用される場合を含む。）の規定により，競争入札を実施する場合は，第

２項又は前項に掲げる事項に加え，次に掲げる事項を公表するものとする。 

(１) 低入札価格調査基準価格 

(２) 調査結果の概要 

(３) 最低価格入札者以外の者を落札者とした場合はその理由 

５ 政令第１６７条の１０第２項（政令第１６７条の１３により準用される場合を含む。）の規定によ

り，競争入札を実施する場合は，第２項又は第３項に掲げる事項に加え，最低制限価格（消費税及び

地方消費税相当額を除く。以下同じ。）を公表するものとする。 

６ 政令第１６７条の１０の２（政令第１６７条の１３により準用される場合を含む。）の規定により，

競争入札を実施する場合は，第２項又は第３項に掲げる事項に加え，次に掲げる事項を公表するもの

とする。 

(１) 各入札参加者の技術評価点 

(２) 各入札参加者の評価値 

７ 第２項及び第３項に規定する入札が不調となった場合は，当該入札後遅滞なく，次に掲げる事項を

公表するものとする。 

(１) 工事名，場所，種別及び工事概要 

(２) 開札日時，開札場所及び工事担当課 

(３) 入札者の商号又は名称及び入札金額 

８ 随意契約の場合は，当該契約について１箇月ごとに取りまとめ，当該契約の締結日の翌月末までに，



 

 

次に掲げる事項を公表するものとする。 

(１) 工事名，場所，種別及び工事概要 

(２) 見積業者の商号又は名称及び選定理由 

(３) 契約の相手方の商号又は名称及び契約金額（消費税及び地方消費税相当額を含む。次条第６項第

３号において同じ。） 

（測量・建設コンサルタント業務等に係る入札結果等の公表） 

第４条 建設コンサルタント業務等については，次項から第４項までにより，落札者の決定後遅滞なく

公表するものとする。 

２ 一般競争入札に付した場合は，次に掲げる事項を公表するものとする。 

(１) 業務名，場所，種別及び業務概要 

(２) 開札日時，開札場所及び業務担当課 

(３) 設計金額 

(４) 入札者の商号又は名称及び入札金額 

(５) 落札者の商号又は名称及び落札金額 

３ 指名競争入札に付した場合は，次に掲げる事項を公表するものとする。 

(１) 業務名，場所，種別及び業務概要 

(２) 開札日時，開札場所及び業務担当課 

(３) 設計金額 

(４) 指名した者の商号又は名称及びその者を指名した理由 

(５) 入札者の商号又は名称及び入札金額 

(６) 落札者の商号又は名称及び落札金額 

４ 政令第１６７条の１０第２項（政令第１６７条の１３により準用される場合を含む。）の規定によ

り，競争入札を実施する場合は，第２項又は第３項に掲げる事項に加え，最低制限価格を公表するも

のとする。 

５ 第２項及び第３項に規定する入札が不調となった場合は，当該入札後遅滞なく，次に掲げる事項を

公表するものとする。 

(１) 業務名，業務概要 

(２) 開札日時，開札場所及び業務担当課 

(３) 入札者の商号又は名称及び入札金額 

６ 随意契約の場合は，当該契約について１箇月ごとに取りまとめ，当該契約の締結日の翌月末までに，

次に掲げる事項を公表するものとする。 

(１) 業務名，業務概要 

(２) 見積業者の商号又は名称及び選定理由 

(３) 契約の相手方の商号又は名称及び契約金額 

（物品調達等に係る入札結果等の公表） 

第５条 物品調達等については，次項により，落札者の決定後遅滞なく公表するものとする。 

２ 競争入札に付した場合は，次に掲げる事項を公表するものとする。 

(１) 物件名，数量，入札日時及び入札場所 

(２) 指名した者の商号又は名称 

(３) 入札者の商号又は名称及び入札金額 

(４) 落札者の商号又は名称及び落札金額 

３ 前項に規定する入札が不調となった場合は，当該入札後遅滞なく，次に掲げる事項を公表するもの

とする。 

(１) 物件名，数量，入札日時及び入札場所 

(２) 指名した者の商号又は名称 

(３) 入札者の商号又は名称及び入札金額 

（公表の方法） 

第６条 入札結果等の公表は，市ホームページに掲載する方法により行うものとする。 

（公表の対象年度） 

第７条 公表の対象は，現年度分及び過去３年度分の入札結果等とする。 

 

附 則 

１ この要領は，令和６年 ８月 １日から実施する。 



 

 

２ この要領の実施の日の前日までの建設工事，測量・建設コンサルタント業務等及び物品調達等に

係る入札結果等については，この要領の規定にかかわらず，その全部又は一部を公表しないことが

できるものとする。 


